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公的職業訓練の体系

公
的
職
業
訓
練

【根拠法】特定求職者就職支援法

前身は、平成２１年に創設された緊急人材育成
就職支援基金を運用して行われた基金訓練

求職者支援訓練

【実施主体】
・（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構
・都道府県立公共職業訓練校

施設内訓練

都道府県立の公共職業訓練校が
民間企業や専門学校などに委託

委託訓練

区分 公共職業訓練 求職者支援訓練

対象者
（原則）
雇用保険受給資格者

（原則）
雇用保険受給資格のない人

訓練
実施主体

ポリテクセンター、公共職
業訓練校、公共職業訓練
校から委託された訓練機
関

企業、専門学校など

訓練分野
広範囲にわたり、物づくり
系も多い

基礎コース （事務系・介護系・
建設等）

実践コース（事務系、介護系、
情報系、医療事務系等）

訓練費用 基本的に無料 基本的に無料

失業給付

雇用保険受給者が一定の
残日数を残して受講開始
すると訓練修了まで失業
給付が延長される

一定の所得など受給要件に該
当した場合、月額１０万円の職
業訓練受講給付金が支給され
る

【根
拠
法
】
職
業
能
力
開
発
促
進
法

公
共
職
業
訓
練

公共職業訓練（離職者訓練）と求職者支援訓練の違い
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対象：ハローワークの求職者
訓練期間：３月～１年

対象：在職労働者（有料）
訓練期間：概ね２日～５日

在職者訓練

対象：高等学校卒業者等（有料）
訓練期間：１年又は２年

新規学卒者訓練

・障がい者職業能力開発校
・一般の職業能力開発校での

職業訓練コースの設置
・障がい者の態様に応じた

多様な委託訓練

障がい者訓練

離職者訓練



新規求職者と受講あっせんの状況
○ 令和2年度12月末の三重県の新規求職者数は、47,060人（令和元年度12月末47,851人）と前年同月に比べほぼ

横ばいだが、特定求職者数は22,494人（令和元年度12月末20,053人）と前年同月に比べ12.2%増えている。
○ 職業訓練への応募あっせんは、公共職業訓練も求職者支援訓練もここ数年横ばいであったが、令和2年度12月までの

求職者支援訓練の応募あっせん者数については、121人（令和元年度12月末113人）と前年同月と比べ7％増えている。

※ 特定求職者とは、求職者支援制度の支援の対象となる者で、雇用保険の支給終了者・受給要件を満たさなかった者、学卒未就職者、
自営廃業者等

※ 求職者支援制度は、平成23年10月創設

新規求職者数と特定求職者数の推移 公共職業訓練と求職者支援訓練の応募あっせんの推移
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（単位:人）

三重労働局調べ
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①年間規模 ②年間認定数 ③認定率（②÷①） ④開講状況 ⑤応募者数 ⑥応募率（⑤÷④） ⑦受講者数

30年度 元年度 2年度 30年度 元年度 2年度 30年度 元年度 2年度 30年度 元年度
2年度
12月末

30年度 元年度
2年度
12月末

30年度 元年度
2年度
12月末

30年度 元年度
2年度
12月末

基礎コース 150 150 120
144 134 33

96.0% 89.3% 27.5%
126 29 15

119 24 17 94.4% 82.7% 113.3% 92 18 14
(11) (9) (2) (10) (2) (1)

実践コース 220 220 180
208 129 189

94.5% 58.6% 100.1%
140 114 119

50 96 130 35.7% 84.2% 109.2% 46 79 81
(13) (10) (13) (9) (9) (8)

介護福祉
分野

98 75 40
106 0 57

108.2% 0.0% 142.5%
38 0 38

16 0 21 42.1% 0.0% 55.3% 13 0 16
(6) (0) (3) (2) (0) (2)

医療事務
分野

10 10 15
0 10 30

0.0% 100.0% 200.0%
0 10 15

0 7 13 0.0% 70.0% 86.7% 0 7 8
0 1 2 0 1 1

IT分野 10 10 10
0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%
0 0 0

0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0 0 0
0 0 0 0 0 0

その他の
分野

102 125 115
102 119 102

100.0% 95.2% 88.7%
102 104 66

34 89 96 33.3% 85.5% 145.5% 33 73 57
(7) (9) (8) (7) (8) (5)

合計 370 370 300
352 263 222

95.1% 71.0% 74.0%
266 143 134

169 120 120 63.5% 83.9% 109.7% 138 97 95
(24) (24) (15) (19) (11) (9)

求職者支援訓練の認定・定員・応募状況

○ 令和2年度実践コース、その他分野（パソコン事務系）の応募者数は定員66人に対して、96人の応募（応募率145.5%）
と増加している。 実践コースにおいては、令和2年度12月末で81人と前年度1年間の受講者数をすでに上回っている。

また、介護福祉分野は1年ぶりに開講となった。
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※１（ ）は認定コース数 ※２ 中止コースへの応募者は除く



求職者支援訓練の就職状況

○ 令和元年度の訓練修了者の就職率は、54.7％であった。実践コースについては前年度より上回ったが、基礎、
実践コースとも全国平均を下回っている。

コース数 就職者数（※4） 就職率

基礎 実践 基礎 実践 基礎 実践

三重

２８年度（※1） 15 7 8 57 15 42 60.6% 39.4% 75.0%

２９年度（※2） 19 8 11 74 39 35 54.4% 46.9% 60.5%

３０年度（※3） 18 9 9 65 41 24 57.5% 58.5% 55.8%

元年度（※4） 13 3 10 59 16 43 54.7% 51.6% 56.0%

全国

２８年度 3,550 1,237 2,313 19,008 5,725 13,283 62.2% 58.9% 63.8%

２９年度 2,577 875 1,702 13,299 3,586 9,713 62.5% 57.0% 64.8%

３０年度 2,679 879 1,795 13,239 3,672 9,567 62.7% 59.6% 63.9%

元年度 2,357 734 1,623 11,327 2,853 8,474 60.6% 56.5% 62.4%

※ 1：平成２８年度は平成２８年度中に終了したコースのうち、平成２９年３月までに終了したコースの求職者支援訓練修了者等の就職状況
※ 2：平成２９年度は平成２９年度中に終了したコースのうち、平成３０年３月までに終了したコースの求職者支援訓練修了者等の就職状況
※ 3：平成３０年度は平成３０年度中に終了したコースのうち、平成３１年３月までに終了したコースの求職者支援訓練修了者等の就職状況
※ 4：令和元年度は令和元年度中に終了したコースのうち、令和２年３月までに終了したコースの求職者支援訓練修了者の等の就職状況

※ 注：就職者数と就職率は雇用保険の被保険者となったものの数
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求職者支援制度支給決定状況

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度
12月末

受講給付金

件数 417 292 272 189 150 160

支給決定額
（円） 44,874,757 30,239,466 28,573,692 20,092,006 16,170,554 18,429,902

訓練実施
基本奨励金

件数 35 18 18 20 13 9

支給決定額
（円） 42,227,500 20,705,500 18,450,000 17,674,000 16,572,500 11,304,000

訓練実施
付加奨励金

件数
（不支給含む） 18 12 6 10 8 6

支給決定額
（円） 5,930,000 4,920,000 1,930,000 1,830,000 2,453,500 2,390,000

受講給付金：訓練受講者に対する給付。一定の要件を満たす場合に、月10万円と交通費を支給。

訓練実施基本奨励金・付加奨励金：訓練機関に対する奨励金
・ 基本奨励金⇒支給単位期間（訓練開始日から1か月ごとに区切った期間）ごとに、受講者1人あたり基礎コース

6万円、実践コース5万円を支給。
・ 付加奨励金⇒実践コースの就職実績に応じた単価を修了者等数に応じて上乗せ。（1万円から2万円）
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○ 受講給付金の支給決定件数は令和２年度１２月末で前年度件数を上回っている。求職者支援制度を利用し、
公共職業訓練受講者が対前年比で78.2％増加している。



職業訓練への誘導を目的に、ハローワークにおいて、訓練実施機関（ポリテクセンター、県、求職者支援訓練実施施設）の担当
者から、訓練の詳細な内容について直接説明を聞くことのできる場を新型コロナウィルス感染症対策を行いながら実施。
求職者への周知は、訓練案内リーフレットを各所に配布し、雇用保険受給資格者、窓口での相談者への配布、安定所内モニター

やＨＰ等で周知。

定員充足のための取組

職業訓練学校説明会の開催

職業訓練を広く周知を図るため、訓練コースの案内を内容としたリーフレットを作成し県内の施設に配置
・ 求職者支援制度の案内を県内の市役所や図書館、社会福祉協議会等へ依頼（機構より）

・ 三重県が協定を結んでいる企業に依頼（イオン、コンビニ各社等（掲示・配布は抽選となっている））

求職者向けリーフレット・ポスターの作成・配布

真に職業訓練が必要な求職者を訓練受講に誘導するための取組を、地域の施設等の協力を得て実施
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29年度 30年度 令和元年度 令和２年度（12月末）

実施回数 87回 97回 87回 53回

参加学校数 135校 165校 122校 49校

参加求職者数 495人 580人 619人 281人

「ハロートレーニング応援企業」

三重県内で実施される公的職業訓練を活用した人材育成を推進するため、訓練受講生への就職支援、事業所における在職者
訓練の実施に積極的な企業を「ハロートレーニング応援企業」と称し、ハローワーク・三重県・ポリテクセンターへハロートレーニン
グ応援企業より提出された求人票を訓練生への就職支援に活用するなど、さまざまな支援を行う。

平成３０年５月より開始し、令和２年１２月末現在350事業所（求人件数 3,232件）が登録している。

※ 令和元年度、２年度は新型コロナウィルス感染症感染拡大防止のため、小規模で実施



令和２年度 第１回三重県地域訓練協議会（書面開催）での主な意見
地域の特性を踏まえた訓練設定について

・コロナの影響による学卒未就職者が増加する可能性等を考えると、求職者支援訓練の基礎コースについては増員すべきではないか。

・育児中や高齢者に対する４か月等の短期訓練はニーズがあると思う。

人材不足分野について

・長期高度人材育成コースの保育士や栄養士の定員充足率100％だが、介護福祉士の定員充足率30％台が懸念される。

介護現場の人材不足問題があるので介護福祉士の訓練へ増員し、景気に左右されない介護分野へ委託費や奨励金を増額し人材確保をする必要がある。

受講者属性等を踏まえた訓練設定について

・企業アンケート結果により、産業別で採用時に求める資質・能力について企業の業種により重視する点が違い、この結果を踏まえ育成・訓練にあたることが

大切だと再認識した。技術訓練＋αの資質向上訓練の強化も必要。

・採用時企業が仕事への意欲・積極性を高く求めているが、多くの若い世代は合理的な働き方を求める、企業が求める人材とは乖離していると感じる。

・就職未内定卒業者や早期に離職する若者にとって、求職者支援訓練の基礎コースの一般常識やマナー講座といった社会性の醸成や、働く意義の理解、職業観の

育成につながる講座が大切である。 高等学校で社会性を醸成する取組を推進するが、新規高卒者にとって求職者支援訓練は有益である。

訓練実施機関について

・コロナ渦においては、座学はリモート方式の導入などにより接触機会を減らし安全・安心な環境での運営が必要ではないか。（リアルタイム配信と受講者の好きな

時間に視聴できるオンデマンド配信の併用など）

総論的意見について

・コロナウイルス感染症再拡大が懸念される中で、経済が再び落ち込むことも可能性として ある為、再就職希望者に対する、職業訓練コースの設定や、再就職の

ための訓練受講あっせんなどきめ細かなサービスが講じられるよう望む。

・コロナ感染症の収束見込みがない中、雇用に及ぼす影響が懸念される。補正予算により求職者支援訓練の規模の拡大は評価できるが、応募率が気になるところ。

感染症対策（リモートも含め）には万全を期して実施してほしい。

・コロナ対策が大変な時期になるが、コロナ感染予防と指導の両立をお願いしたい。引き続き委託訓練等の学びの場として専修学校が活用され、たくさんの方が

地元企業へ就職・定着してもらいたい。

・コロナ渦において、令和2年度下期への影響が懸念される。離職者を減らし、就業率を上げ経済の安定を図っていく必要性がある。 7






















